
 

 

 

 

 

 

 目的 

 

 

 

 

 「東京港港湾施設等予防保全基本計画」と「維持管理計画」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 根拠法令等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 維持管理計画の新規策定フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「東京港港湾施設等予防保全基本計画」を踏まえ、港湾施設・海岸保全施設等を計画的かつ適切

に維持管理するため、施設毎に維持管理計画を策定する 

維持管理計画の新規策定について 資料－１ 

理念：〇対症療法型維持管理から予防保全型維持管理へ転換し、推進する 

方針：〇施設の長寿命化・施設機能の確保・維持修繕費の抑制と平準化など 

維持管理計画：個別施設毎の実施計画 

○対象施設     ・予防保全基本計画で対象としている港湾施設・海岸保全施設等 

  （下記法対象施設に加え、建築物等※も対象） 

○計画目標期間   ・計画策定時から５０年間を基本とする（土木施設の場合）   

○維持管理レベル ・施設を構成する部材毎に、求められる性能から維持管理する 

水準を定める 

○点検診断計画  ・部材毎の点検頻度や方法を定める 

○総合評価 ・点検データを基に、施設の性能低下度または健全度を評価 

○維持補修計画 ・補修費用等を考慮し、補修の実施時期や方法を定める 

        ・施設群（例：係留施設）毎に更新投資の抑制と平準化 

東京港港湾施設等予防保全基本計画：東京港全体の維持管理の基本計画 

※港湾厚生施設（宿泊所等）、航行補助施設、港湾管理施設（庁舎等）、臨港地区外の海上公園等 

 
 

 

港湾法（第 56 条の 2 の 2）（平成 25 年）等 

（維持管理計画等により適切に維持する） 

港湾施設 

水域施設、外郭施設、係留施設、 

臨港交通施設、荷さばき施設、保管施設、

船舶役務用施設、旅客乗降用施設等、 

廃棄物埋立護岸、海浜、緑地・広場 

＜法対象施設＞ ＜法令＞ 

海岸法（第 14 条の 5）（平成２６年）等 

（長寿命化計画等（＝維持管理計画）によ

り適切に維持する） 

海岸保全施設 

防潮堤、内部護岸、水門、排水機場 等 
 

 

：今回検討範囲 

：前回検討範囲 
 ※令和６年 1１月審議済 維持管理計画策定フロー図 

（港湾の施設の維持管理計画策定ガイドライン【第１部総論】 国土交通省港湾局 H27.4（R5.3 一部変更）） 
3



   新規策定の対象施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 総合評価・維持補修計画（新規施設） 

●総合評価（新規施設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-1 総合評価（令和６年度（今回新規策定）） 

 

 

 

 

 

 

 

●維持補修計画（新規施設） 

表 6-1  補修工法の例 

塗装塗替工 ひび割れ注入工 鉄筋電気防食工 

 
 

 

コンクリートの表面に塗装を行うことによ

り、表面からの塩化物イオンの浸透を防止 

 

ひびわれ部にモルタル等の無機物を注入

し、ひびわれ部への浸水を防止 

 

 

貴金属酸化物をコーティングしたリボン状

のチタン電極を溝切りしたコンクリート中

に設置し、直流電源装置を用いて電極から

鉄筋に対し防食電流を供給し、鉄筋を錆か

ら防止 

断面修復工 被覆防食工 電気防食工 

   
塩害などにより剥離（はくり）や剥落（は

くらく）などのコンクリートの変状が生じ

た箇所をはつり取った後に、モルタルなど

の断面修復材を用いてはつり部分を修復 

鋼構造物の海上大気中から干満帯に位置す

る部位に適用され, ペトロラタム系防食材

による防食層と保護カバーによる保護層で

防食 

海中においてアルミニウム、亜鉛マグネシ

ウム合金等の陽極から鋼材へ直流電流を流

すことによる防食 

 

●新規施設の維持管理計画の策定（８施設） 

 

【港湾施設】 

 

・係留施設    （船着場・岸壁（-7.5m 以浅））   ２施設 

 

 

【海岸保全施設】 

 

・海岸保全施設  （防潮堤・内部護岸）        ６施設 

 

 

 

 

健全度 診断内容

Ｄ
変状は認められず、施設の性能が十分に保持
されている状態

C
変状はあるが、施設の性能の低下がほとんど
認められない状態

B 施設の性能が低下している状態

A 施設の性能が相当低下している状態
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